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１
．

脱
炭

素
化

に
向

け
た

技
術

間
競

争
の

始
ま

り
再
エ
ネ
・蓄

電
・デ
ジ
タ
ル
制
御
技
術
等
を
組
み
合
わ
せ
た
脱
炭
素
化
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
へ
の
挑
戦
等

２
．

技
術

の
変

化
が

増
幅

す
る

地
政

学
的

リ
ス

ク
地
政
学
的
リ
ス
ク
に
左
右
さ
れ
る
構
造
の
継
続
、
地
経
学
的
リ
ス
ク
の
顕
在
化
、
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
中
国
依
存
等

３
．

国
家

間
・
企

業
間

の
競

争
の

本
格

化
国
家
に
よ
る
野
心
的
ビ
ジ
ョン
設
定
、
企
業
に
よ
る
新
技
術
の
可
能
性
追
求
、
金
融
資
本
市
場
の
呼
応

１
．

エ
ネ

ル
ギ

ー
政

策
の

基
本

的
視

点
(３

E
＋

S
)の

確
認

：
安
全
性
を
前
提
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
を
第
一
と
し
、

経
済
効
率
性
を
向
上
し
つ
つ
環
境
適
合
を
図
る
。
3
E
+

S
の
原
則
の
下
、
2
0
3
0
年
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
確
実
な
実
現
を
目
指
す

２
．

“
多

層
化

・
多

様
化

し
た

柔
軟

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
給

構
造

”
の

構
築

と
政

策
の

方
向
：

A
I･

Io
T
利
用
等

３
．

一
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
構

造
に

お
け

る
各

エ
ネ

ル
ギ

ー
源

の
位

置
付

け
と

政
策

の
基

本
的

な
方

向
：
各
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
位
置
づ
け
、
2
0
3
0
年
ミ
ッ
ク
ス
の
実
現
に
向
け
た
政
策
の
方
向
性
、
再
エ
ネ
の
主
力
電
源
化
へ
の
布
石
を
打
つ
等

４
．

二
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
構

造
の

在
り

方
：
水
素
基
本
戦
略
等
に
基
づ
き
、
戦
略
的
に
制
度
や
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
を
進
め
る
等

第
５

次
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

の
構

成
第

１
章

構
造

的
課

題
と

情
勢

変
化

、
政

策
の

時
間

軸

第
２

章
2

0
3

0
年

に
向

け
た

基
本

的
な

方
針

と
政

策
対

応
第

３
章

2
0

5
0

年
に

向
け

た
エ

ネ
ル

ギ
ー

転
換

へ
の

挑
戦

●
2

0
3

0
年

ミ
ッ
ク

ス
実

現
は

道
半

ば

①
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
2
0
3
0
年
度
に

0
.5
億

k
l程
度
削
減
を
見
込
み
、

2
0
1
6
年
度
時
点
の
削
減
量
は

8
8
0
万

k
l程
度

②
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ
シ

ョ
ン

電
源

比
率

2
0
3
0
年
度
に

4
4
％
程
度
を
見
込
み
、

2
0
1
6
年
度
は

1
6
％

(再
エ
ネ

1
5
%

,原
子
力

2
%

)

③
エ

ネ
ル

ギ
ー

起
源

C
O

2
排

出
量

2
0
3
0
年
度
に

9
.3
億
ト
ン
程
度
を
見
込
み
、

2
0
1
6
年
度
時
点
で

1
1
.3
億
ト
ン
程
度

④
電

力
コ

ス
ト

2
0
3
0
年
度
に

9
.2
～

9
.5
兆
円
を
見
込
み
、

2
0
1
6
年
度
時
点
で

6
.2
兆
円
程
度

⑤
エ

ネ
ル

ギ
ー

自
給

率
2
0
3
0
年
度
に

2
4
％
を
見
込
み
、

2
0
1
6
年
度
時
点
で

8
％
程
度

20
18

エ
ネ
基

3年
見
直
し

20
30

実
現
重
視
の
直
線
的
取
組

（P
DC

Aサ
イ
ク
ル
）

具
体
的
な
行
動
目
標

（T
ar
ge
t）

（＝
20
30
年
ミ
ッ
ク
ス
）


自
給
率

6%
→
概
ね

25
%


電
力
コ
ス
ト
抑
制


CO

2排
出

25
%
削
減

①
Pl
an

②
D
o

③
C
he
ck

④
A
ct
io
n

野
心
的
な
ビ
ジ
ョ
ン

（G
oa

l）
低
炭
素
を
超
え
、

脱
炭
素
化
に
挑
戦

①
O
bs
er
ve

②
O
ri
en
t

（
方
向
付
け
）

③
D
ec
id
e

（
決
定
）

④
A
ct

多
様
な
選
択
肢
に
よ
る

複
線
シ
ナ
リ
オ

（O
O

DA
サ
イ
ク
ル
）


相
応
の
蓋
然
性
を
も
っ
て

予
見
可
能
な
未
来

（予
見
性
⇔
現
実
的
）


イ
ン
フ
ラ
・シ
ス
テ
ム
所
与


既
存
の
人
材


既
存
の
技
術


既
存
の
イ
ン
フ
ラ


不
確
実
で
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
可

能
性
も
あ
る
未
来

（不
確
実
性
⇔
野
心
的
）

（V
UC

A：
Vo

la
til

ity
, U

nc
er

ta
in

ty
, C

om
pl

ex
ity

, 
Am

bi
gu

ity
）


イ
ン
フ
ラ
・シ
ス
テ
ム
可
変


人
材
育
成


技
術
革
新


イ
ン
フ
ラ
更
新

第
３

節
2

0
3

0
年

エ
ネ

ル
ギ

ー
ミ

ッ
ク

ス
の

実
現

と
2

0
5

0
年

シ
ナ

リ
オ

と
の

関
係

１
．

資
源

確
保

の
推

進
：
化
石
燃
料
の
自
主
開
発
の
促
進
と
強
靱
な
産
業
体
制
の
確
立
等

２
．

徹
底

し
た

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

社
会

の
実

現
：
省
エ
ネ
法
に
基
づ
く措

置
と
支
援
策
の
一
体
的
な
実
施

３
．

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

主
力

電
源

化
に

向
け

た
取

組
：
低
コ
ス
ト
化

,系
統
制
約
克
服

,調
整
力
確
保
等

４
．

原
子

力
政

策
の

再
構

築
：
福
島
の
復
興
・再

生
,不
断
の
安
全
性
向
上
と
安
定
的
な
事
業
環
境
の
確
立
等

５
．

化
石

燃
料

の
効

率
的

・
安

定
的

な
利

用
：
高
効
率
な
火
力
発
電
の
有
効
活
用
の
促
進
等

６
．

水
素

社
会

実
現

に
向

け
た

取
組

の
抜

本
強

化
：
水
素
基
本
戦
略
等
に
基
づ
く実

行

７
．

エ
ネ

ル
ギ

ー
シ

ス
テ

ム
改

革
の

推
進
：
競
争
促
進
、
公
益
的
課
題
へ
の
対
応
・両

立
の
た
め
の
市
場
環
境
整
備
等

８
．

国
内

エ
ネ

ル
ギ

ー
供

給
網

の
強

靱
化
：
地
震
・雪

害
な
ど
の
災
害
リ
ス
ク
等
へ
の
対
応
強
化
等

９
．

二
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
構

造
の

改
善
：
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
推
進
、
蓄
電
池
の
活
用
、
次
世
代
自
動
車
の
普
及
等

１
０

．
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

政
策

の
展

開
：
競
争
力
強
化
・国

際
展
開
、
分
散
型
・地

産
地
消
型
シ
ス
テ
ム
推
進
等

１
１

．
国

際
協

力
の

展
開
：
米
国
・ロ
シ
ア
・ア
ジ
ア
等
と
の
連
携
強
化
、
世
界
全
体
の

C
O

2
大
幅
削
減
に
貢
献
等

１
．

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

係
技

術
開

発
の

計
画

・
ロ

ー
ド

マ
ッ
プ
：
エ
ネ
ル
ギ
ー
・環

境
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
戦
略
の
推
進
等

２
．

取
り

組
む

べ
き

技
術

課
題
：
再
エ
ネ
の
革
新
的
な
技
術
シ
ー
ズ
を
発
掘
・育

成
、
社
会
的
要
請
を
踏
ま
え
た
原
子
力

関
連
技
術
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
、
水
素
コ
ス
ト
の
低
減
、
メ
タ
ネ
ー
シ
ョン
の
技
術
開
発
等

１
．

国
民

各
層

の
理

解
の

増
進
：
情
報
提
供
・広

報
の
継
続
的
な
改
善
、
わ
か
り
や
す
い
積
極
的
な
広
報

２
．

政
策

立
案

プ
ロ

セ
ス

の
透

明
化

と
双

方
向

的
な

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

の
充

実
政
策
立
案
プ
ロ
セ
ス
の
最
大
限
の
オ
ー
プ
ン
化
、
双
方
向
型
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
充
実
、

地
域
共
生
に
関
す
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
通
じ
た
原
子
力
に
関
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
の
実
施
な
ど

第
１

節
基

本
的

な
方

針

第
２

節
2

0
3

0
年

に
向

け
た

政
策

対
応

第
３

節
技

術
開

発
の

推
進

第
４

節
国

民
各

層
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

充
実

１
．

資
源

の
海

外
依

存
に

よ
る

脆
弱

性
原
子
力
発
電
所
の
停
止
等
に
よ
り
状
況
悪
化
、
2
0
1
6
年
度
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
は
８
％
程
度
に
留
ま
る

２
．

中
長

期
的

な
需

要
構

造
の

変
化

（
人

口
減

少
等

）
人
口
減
少
に
よ
る
需
要
減
＋

A
I･

Io
T
や

V
P
P
な
ど
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る
需
要
構
造
の
変
革
可
能
性

３
．

資
源

価
格

の
不

安
定

化
（

新
興

国
の

需
要

拡
大

等
）

需
要
動
向
変
動

(中
国
等

)と
供
給
構
造
変
化

(シ
ェ
ー
ル
革
命
等

)→
2
0
4
0
年
油
価

6
0
～

1
4
0
ド
ル

(I
E
A
)

４
．

世
界

の
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

の
増

大
2
0
1
6
年

3
2
0
億
ト
ン
→

2
0
4
0
年
約

3
6
0
億
ト
ン

(I
E
A
新
政
策
シ
ナ
リ
オ

),
 パ
リ
協
定
・
S
D

G
s
の
モ
メ
ン
タ
ム

第
１

節
我

が
国

が
抱

え
る

構
造

的
課

題

第
１

節
野

心
的

な
複

線
シ

ナ
リ

オ
～

あ
ら

ゆ
る

選
択

肢
の

可
能

性
を

追
求

～

第
２

節
2

0
5

0
年

シ
ナ

リ
オ

の
設

計

第
２

節
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
め

ぐ
る

情
勢

変
化

●
2

0
3

0
年

に
向

け
た

考
え

方
●

2
0

5
0

年
に

向
け

た
考

え
方

●
主

要
国

の
比

較
－
英
国
：
再
エ
ネ
拡
大
・
ガ
ス
シ
フ
ト
・
原
子
力
維
持
・
省
エ
ネ
な
ど
脱
炭
素
化
手
段
を
組
み
合
わ
せ
→
効
果
的
に

C
O

2
を
削
減

－
ド
イ
ツ
：
省
エ
ネ
・
再
エ
ネ
拡
大
の
み
で
脱
炭
素
化
を
追
求
→
石
炭
依
存
に
よ
り
Ｃ
Ｏ
２
削
減
が
停
滞

●
我

が
国

固
有

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

（
資

源
に

乏
し

く
、
国

際
連

系
線

が
無

く
、
面

積
制

約
が

厳
し

い
）

→
あ
ら
ゆ
る
選
択
肢
の
可
能
性
を
追
求
す
る
野
心
的
な
複
線
シ
ナ
リ
オ
の
採
用

●
総

力
戦

対
応
：
官
民
を
挙
げ
て
、
継
続
的
な
技
術
革
新
と
人
材
の
育
成
・
確
保
に
挑
戦

●
世

界
共

通
の

過
少

投
資

問
題

へ
の

対
処
：
必
要
な
投
資
が
確
保
さ
れ
る
仕
組
み
を
、
着
実
に
設
計
し
構
築

●
実

行
シ

ナ
リ

オ
：
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
・
脱
炭
素
化
に
向
け
た
政
策
資
源
重
点
化
、
市
場
・制

度
改
革
等
の
政
策
展
開
、

国
際
連
携
の
実
現
、
産
業
の
強
化
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
の
再
構
築
、
資
金
循
環
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築
等

●
再

エ
ネ
：
経
済
的
に
自
立
し
脱
炭
素
化
し
た
主
力
電
源
化
を
目
指
す
。
高
性
能
低
価
格
の
蓄
電
池
の
開
発
等

●
原

子
力
：
実
用
段
階
に
あ
る
脱
炭
素
化
の
選
択
肢
。
社
会
信
頼
回
復
の
た
め
安
全
炉
追
求
・
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
技
術
開
発
等

●
化

石
：
脱
炭
素
化
実
現
ま
で
の
過
渡
期
主
力
。
ガ
ス
利
用
へ
の
シ
フ
ト
、
非
効
率
石
炭
フ
ェ
ー
ド
ア
ウ
ト
、
C
C
S
・
水
素
転
換
等

第
３

節
各

選
択

肢
が

直
面

す
る

課
題

、
対

応
の

重
点

１
．

「よ
り

高
度

な
3

E
＋

S
」

〇
S
a
fe

ty
：
安
全
最
優
先
＋
技
術
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
に
よ
る
安
全
の
革
新

〇
E
n
e
rg

y
 S

e
c
u
ri
ty
：
資
源
自
給
率
向
上
＋
技
術
自
給
率
向
上
・
多
様
化
確
保

〇
E
n
v
ir
o
n
m

e
n
t：
環
境
適
合
＋
脱
炭
素
化
へ
の
挑
戦

〇
E
c
o
n
o
m

ic
 E

ff
ic

ie
n
c
y
：
国
民
負
担
抑
制
＋
産
業
競
争
力
強
化

２
．

科
学

的
レ

ビ
ュ

ー
メ

カ
ニ

ズ
ム

最
新
の
技
術
動
向
と
情
勢
を
定
期
的
に
把
握
し
、
各
選
択
肢
の
開
発
目
標
や
相
対
的
な
重
点
度
合
い
を
柔
軟
に
修
正
・
決
定

３
．

脱
炭

素
化

エ
ネ

ル
ギ

ー
シ

ス
テ

ム
間

の
コ

ス
ト

・
リ

ス
ク

検
証

と
ダ

イ
ナ

ミ
ズ

ム
「
電
源
別
の
コ
ス
ト
検
証
」
か
ら
「
脱
炭
素
化
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
間
で
の
コ
ス
ト
・
リ
ス
ク
検
証
」に
転
換

－
電
源
別
で
は
、
実
際
に
要
す
る
他
の
コ
ス
ト
（
需
給
調
整
、
系
統
増
強
等
の
コ
ス
ト
）
も
含
め
た
コ
ス
ト
比
較
は
困
難

－
熱
・
輸
送
シ
ス
テ
ム
も
含
め
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
間
の
技
術
や
コ
ス
ト
を
ト
ー
タ
ル
に
検
証
、
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
へ

第
４

節
シ

ナ
リ

オ
実

現
に

向
け

た
総

力
戦



本
質

：
①

エ
ネ

ル
ギ

ー
相

対
価

格
の

変
化

と
エ

ネ
ル

ギ
ー

技
術

間
競

争
の

始
ま

り
、
②

新
興

国
の

台
頭

と
新

た
な

地
政

学
リ

ス
ク

、
③

エ
ネ

ル
ギ

ー
技

術
の

覇
権

を
巡

る
国

家
間

競
争

の
本

格
化

①
東

京
電

力
福

島
第

一
原

発
事

故
➡

原
発

依
存

度
低

減
、
再

エ
ネ

の
拡

大
、
化

石
依

存
度

低
減

②
石

油
と

国
際

連
系

線
の

欠
如

➡
技

術
こ

そ
希

少
資

源
、

全
て

の
選

択
肢

の
可

能
性

追
求

●
エ

ネ
ル

ギ
ー

転
換

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
脱

炭
素

化
に

資
す

る
分

野
へ

の
集

中
的

な
取

組
＋

官
民

協
調

）
●

エ
ネ

ル
ギ

ー
転

換
ア

ラ
イ

ア
ン

ス
（

資
源

国
・
先

進
国

・
新

興
国

と
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
外

交
を

推
進

）
●

エ
ネ

ル
ギ

ー
転

換
政

策
の

強
化

（
エ

ネ
ル

ギ
ー

転
換

・
脱

炭
素

化
に

向
け

た
投

資
の

内
外

で
の

加
速

）

●
脱

炭
素

化
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ス

テ
ム

間
の

コ
ス

ト
検

証
も

実
施

【
原

子
力

1
0

円
～

・
再

エ
ネ

蓄
電

6
0

円
～

・
化

石
水

素
転

換
1

0
0

円
～

➡
1

0
円

強
へ

の
挑

戦
】

●
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

の
強

化

●
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

・
金

融
対

話
メ

カ
ニ

ズ
ム

＆

●
A

I
・
Io

T
な

ど
の

普
及

に
よ

り
電

化
が

進
む

時
代

を
支

え
る

●
エ

ネ
ル

ギ
ー

供
給

の
質

・
価

格
面

で
国

際
競

争
力

を
高

め
る

●
海

外
投

資
で

の
貢

献
世

界
で

数
1

0
～

1
0

0
億

ト
ン

削
減

と
い

っ
た

わ
が

国
の

排
出

量
を

上
回

る
削

減
を

目
指

す
●

国
際

ル
ー

ル
の

形
成

●
全

方
位

-あ
ら

ゆ
る

手
段

に
着

手
（

低
炭

素
化

手
段

、
脱

炭
素

化
手

段
等

）
-あ

ら
ゆ

る
技

術
に

投
資

（
水

素
、
蓄

電
、
原

子
力

等
）

-あ
ら

ゆ
る

国
に

貢
献

（
資

源
国

、
新

興
国

等
）

●
S

a
fe

ty
：

安
全

最
優

先
＋

技
術

・
ガ

バ
ナ

ン
ス

改
革

に
よ

る
安

全
の

革
新

●
E
n

e
rg

y
 S

e
c
u

ri
ty

：
資

源
自

給
率

向
上

＋
技

術
自

給
率

向
上

・
多

様
性

確
保

●
E
n

v
ir

o
n

m
e
n

t：
環

境
適

合
＋

脱
炭

素
化

に
向

け
た

挑
戦

●
E
c
o
n

o
m

ic
 E

ff
ic

ie
n

c
y
：

国
民

負
担

抑
制

＋
産

業
競

争
力

強
化

ゼ
ロ

エ
ミ

ッ
シ

ョ
ン

(Z
E
)比

率
2

0
1

0
年

1
9

％
➡

2
0

3
0

年
2

4
％

2
0

3
0

年
エ

ネ
ル

ギ
ー

ミ
ッ
ク

ス
・
原

子
力

:安
全

最
優

先
の

再
稼

働
→

 1
0

％

・
再

エ
ネ

:低
コ

ス
ト

化
(4

0
円

➡
7

円
)

→
 1

4
％

・
化

石
燃

料
:高

効
率

化
、
多

様
化

→
7

6
％

・
省

エ
ネ

:徹
底

し
た

取
組

→
▲

5
0

0
0

万
k
l

2
0

3
0

年
2

4
％

➡
2

0
5

0
年

8
0

%
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ
シ

ョ
ン

8
0

(国
内

＋
海

外
)

・
開

発
着

手
（

安
全

炉
・
小

型
炉

・
バ

ッ
ク

エ
ン

ド
）

・
開

発
着

手
（

蓄
電

・
水

素
）

・
開

発
着

手
（

C
C

S
・
水

素
）

・
開

発
着

手
（

分
散

・
デ

ジ
タ

ル
化

）

2
0

3
0

年
を

念
頭

に
し

た
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

見
直

し
（

G
H

G
▲

2
6

%
）

➡
➡

➡
2

0
5

0
年

を
見

据
え

た
パ

リ
協

定
へ

の
対

応
（

G
H

G
▲

8
0

%
）

こ
こ

数
年

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

情
勢

変
化

の
本

質
の

見
極

め

第
５

次
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

の
実

行

検
討

の
契

機

我
が

国
固

有
の

経
験

・
状

況
か

ら
の

共
通

す
る

要
請

2
0

3
0

年
計

画
＝

既
存

技
術

で
の

最
大

限
対

応
（

G
H

G
▲

2
6

％
）

エ
ネ

ル
ギ

ー
転

換
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

～
ゼ

ロ
エ

ミ
8

0
と

ネ
ガ

エ
ミ

へ
の

総
力

戦
～

技
術

に
基

づ
く
３

Ｅ
＋

Ｓ
の

実
現

脱
炭

素
化

へ
の

国
際

貢
献

海
外

貢
献

・
ネ

ガ
エ

ミ
ッ
シ

ョ
ン

･自
国

技
術

で
大

幅
に

海
外

貢
献

・
世

界
で

数
1

0
～

1
0

0
憶

ト
ン

削
減

の
可

能
性

追
求

成
長

と
生

活
の

基
礎

と
す

る

Z
E
化

2
4

％
➡

➡
8

0
%

国
内

排
出

超
の

海
外

貢
献

も2
0

5
0

年
シ

ナ
リ

オ
＝

革
新

技
術

で
の

野
心

的
複

線
シ

ナ
リ

オ
（

G
H

G
▲

8
0

％
）

科
学

的
レ

ビ
ュ

ー
で

重
点

を
決

定
（

技
術

熟
度

・
コ

ス
ト

・
リ

ス
ク

）
＠

数
年

ご
と



各
国

長
期

戦
略

等
の

比
較

～
日

本
は

欧
米

に
遜

色
無

い
野

心
さ

で
あ

り
、
実

行
重

視
か

つ
柔

軟
～

米
国

カ
ナ

ダ
フ

ラ
ン

ス
英

国
ド

イ
ツ

日
本

ゼ ロ エ ミ

変
動

再
エ

ネ

安
定

再
エ

ネ
･

原
子

力

火
力

(C
C

S
・

水
素

)

熱
・
輸

送
の

電
化

・
水

素
化

C
C

U
S

活
用

省
エ

ネ

実
行

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

削
減

目
標

▲
8

0
%

以
上

（
2

0
0

5
年

比
）

▲
8

0
%

（
2

0
0

5
年

比
）

▲
8

0
~

9
5

%
（

1
9

9
0

年
比

）

▲
7

5
%

（
1

9
9

0
年

比
）

▲
8

0
%

以
上

（
1

9
9

0
年

比
）

▲
8

0
%

●
イ

ン
フ

ラ
・
規

制
両

面
で

支
援

必
要

(再
エ

ネ
全

体
で

5
5

~
6

5
%

)

●
運

転
延

長
＆

次
世

代
原

子
力

投
資

が
必

要
(1

7
~

2
6

%
)

●
幅

を
持

っ
た

想
定

(C
C

S
: 

0
~

2
5

%
)

●
電

化
が

進
展

（
4

5
~

6
5

%
）

●
水

素
は

電
化

困
難

な
分

野
で

重
要

な
役

割
を

担
う

可
能

性

●
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ス

テ
ム

全
体

で
効

率
向

上
必

要
(▲

2
4

~
3

0
%

 2
0

0
5

年
比

)

●
風

力
・
太

陽
光

、
水

力
も

更
に

拡
大

必
要

（
再

エ
ネ

全
体

で
5

0
~

8
0

%
等

）

●
今

後
1

5
年

で
原

子
力

に
2

5
0

億
ド

ル
投

資
予

定
(5

~
5

0
%

)

●
C

C
S

付
含

め
て

想
定

（
C

C
S

: 
0

~
1

0
%

）

●
各

分
野

で
の

電
化

は
排

出
削

減
に

不
可

欠
（

4
0

~
7

2
%

）

●
多

排
出

産
業

C
C

S
余

地

●
重

工
業

・
船

舶
で

水
素

活
用

の
可

能
性

あ
り

●
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ス

テ
ム

全
体

で
効

率
向

上
必

要
（

▲
5

~
3

5
%

 2
0

1
4

年
比

）

●
洋

上
風

力
な

ど
新

規
市

場
参

入
を

支
援

●
次

世
代

原
子

力
の

開
発

等
に

向
け

た
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

を
支

援

●
2

0
2

5
年

ま
で

に
C

C
S

が
無

い
石

炭
火

力
廃

止

●
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
・
E
V

の
普

及
推

進

●
C

C
U

S
技

術
を

先
導

●
水

素
は

F
C

V
,産

業
と

民
生

の
熱

供
給

に
利

用

●
全

て
の

家
庭

の
省

エ
ネ

性
能

を
一

定
水

準
ま

で
引

き
上

げ
必

要

●
再

エ
ネ

統
合

の
た

め
に

更
な

る
柔

軟
性

が
必

要

●
原

子
力

比
率

5
0

%
へ

（
エ

ネ
ル

ギ
ー

転
換

法
）

●
極

端
な

ゼ
ロ

エ
ミ

化
シ

ナ
リ

オ
で

は
C

C
S

が
不

可
欠

●
省

エ
ネ

促
進

に
向

け
て

電
化

が
重

要

●
多

排
出

産
業

で
C

C
S

活
用

●
各

分
野

に
お

け
る

大
幅

な
省

エ
ネ

必
要

（
▲

5
0

%
 1

9
9

0
年

比
)

●
変

動
再

エ
ネ

を
セ

ク
タ

ー
カ

ッ
プ

リ
ン

グ
で

最
適

化
（

再
エ

ネ
全

体
で

8
0

%
）

●
石

炭
火

力
新

設
を

支
援

し
な

い

●
自

動
車

・
民

生
熱

利
用

の
電

化
(3

0
%

程
度

)

●
水

素
・
C

C
U

S
は

重
工

業
分

野
で

の
脱

炭
素

化
に

貢
献

●
経

済
成

長
と

エ
ネ

消
費

の
強

い
デ

カ
ッ
プ

リ
ン

グ
が

必
要

（
▲

5
0

%
2

0
0

8
年

比
)

●
安

定
再

エ
ネ

開
発

●
安

全
炉

・
バ

ッ
ク

エ
ン

ド
技

術
開

発

●
資

源
国

で
C

C
S

水
素

・
合

成
ガ

ス
輸

入
●

水
素

発
電

開
発

●
高

性
能

H
P

の
開

発
・

E
V

/
P

H
V

の
開

発

●
水

素
還

元
シ

ス
テ

ム
の

開
発

・
F
C

V
開

発
等

●
分

散
型

エ
ネ

ル
ギ

ー
シ

ス
テ

ム
開

発
を

主
導

（
小

型
脱

炭
素

化
発

電
、
車

の
蓄

電
利

用
、
A

I
・
I
O

T
利

用
、

自
動

走
行

開
発

、
需

要
制

御
等

）

脱
炭

素
化

シ
ス

テ
ム

コ
ス

ト
・
リ

ス
ク

評
価

＋
科

学
的

レ
ビ

ュ
ー

定
期

的
レ

ビ
ュ

ー
科

学
的

な
検

証
・

公
共

と
の

対
話

カ
ー

ボ
ン

バ
ジ

ェ
ッ
ト

カ
ー

ボ
ン

バ
ジ

ェ
ッ
ト

定
期

的
レ

ビ
ュ

ー

目 標 ・ 政 策 方 向 性

海
外

貢
献

コ
ン

セ
プ

ト
（

柔
軟

性
の

確
保

）

エ
ネ

ル
ギ

ー
転

換
へ

の
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

(野
心

的
複

線
シ

ナ
リ

オ
)

削
減

目
標

に
向

け
た

野
心

的
ビ

ジ
ョ
ン

（
足

下
で

の
政

策
立

案
を

意
図

す
る

も
の

で
は

な
い

）

排
出

削
減

に
向

け
た

方
向

性
を

提
示

（
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

を
模

索
す

る
も

の
で

は
な

い
）

経
路

検
討

に
よ

る
今

後
数

年
の

打
ち

手
の

参
考

（
長

期
予

測
は

困
難

）

目
標

達
成

に
向

け
た

あ
り

得
る

経
路

（
行

動
計

画
で

は
な

い
）

議
論

の
た

め
の

情
報

提
供

（
政

策
の

青
写

真
で

は
な

い
）

●
米

国
製

品
の

市
場

拡
大

を
通

じ
た

貢
献

●
国

際
貢

献
を

視
野

(0
~

1
5

%
)

●
仏

企
業

の
国

際
開

発
支

援
を

通
じ

て
貢

献
●

環
境

投
資

で
世

界
を

先
導

●
途

上
国

投
資

機
運

の
維

持
・
強

化

●
低

炭
素

化
投

資
＋

脱
炭

素
化

開
発

●
超

高
効

率
再

エ
ネ

の
開

発
、
蓄

電
池

・
水

素
蓄

電
の

開
発

※
定
量
値
は
長
期
戦
略
中
の
シ
ナ
リ
オ
の
幅
や
各
国
個
別
目
標
値
等
。



野
心

的
複

線
シ

ナ
リ

オ
の

具
体

原
子

力
石

炭
L
N

G
太

陽
光

(メ
ガ

)

風
力

(陸
上

)

1
0

円
~

1
2

円
1

4
円

2
4

円
2

2
円

7
円

8
~
9

円

火
力

再
エ

ネ

水
素

・
メ

タ
ン

化
等

で
ゼ

ロ
エ

ミ
化

蓄
電

池
・
水

素
利

用
等

で
脱

火
力

依
存

・
ゼ

ロ
エ

ミ
化

原
子

力
水

素
メ

タ
ン

化
再

エ
ネ

蓄
電

池
再

エ
ネ

水
素

1
0

円
~

~
2

0
0

円

~
1

3
0

円

1
0

0
円

＜
発

電
コ

ス
ト

：
足

下
→

 2
0

3
0

年
＞

6
0

円

＜
シ

ス
テ

ム
コ

ス
ト

：
足

下
→

2
0

5
0

年
＞

発
電

コ
ス

ト
か

ら
脱

炭
素

化
シ

ス
テ

ム
コ

ス
ト

検
証

へ

ベ
ン
チ
マ
ー
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巻 頭 言

超スマート社会 Society 5.0 による
スマートシティ

柏　木　孝　夫

超スマート社会 Society 5.0 は，サイバー層と物理
層を高度に融合させたシステムにより人類がゆとりと
豊かさを実感出来る社会と定義している。人類史にお
ける狩猟社会（Society 1.0），農耕社会（Society 2.0），
工業社会（Society 3.0），情報社会（Society 4.0）に
続く，人間中心のネットワーク社会を指すものであり，
日本が目指すべき未来社会の姿として 2016 ～ 2020 年
までの第 5 期科学技術基本計画において提唱された。

その要は，最先端の技術を駆使して“System of 
Systems”の構築を目指すことにある。

これは，特定のシステムの構築のみで多様な課題を
解決するのではなく，大きなシステムの枠組みの中に
個別のシステム分野が内包され，相互関連しあって相
乗効果を発揮するという考え方で，各種インフラから
AI，エネルギーまであらゆるものを包含する概念で
ある。

特にエネルギーシステムの観点から考えると，IoT
（モノのインターネット），ビッグデータ，AI（人工
知能）に代表されるサイバー層と燃料電池・蓄電池・
太陽光や風力発電，EV（電気自動車）や次世代型家
電などを高度に制御し，IoS（サービスのインターネッ
ト化）を実現することにある。これまで我が国は車両
に代表されるように“One of the Systems”は得意で
あったが“System of Systems”については諸外国に
遅れを取っていた。Society 5.0 により，その遅れを一
気に取り戻す可能性があるものと期待されている。
“System of Systems”が具体化されたイメージと

しては，都市づくり，まちづくりが分かりやすいと思
われる。ビルから工場，一般住居などの各種建屋があ
り，それら建築群には太陽光発電，蓄電池，熱電供給
を行うコージェネレーションなどの仕組みが導入さ
れ，さらにはクルマや鉄道などの交通網も含めて IoT

や IoS で結びつくことで，さまざまなサービスや機能
を提供するということである。すなわち，利便性，融
通性が担保され，そして環境にやさしく長期にわたっ
て維持・継続が見込まれる暮らし方，その実現が
Society 5.0 の目指すところである。

車の技術革新では AI による自動運転と同時に，電
化や水素利用も進む。ただ水素はインフラ整備がネッ
クなので，当面はプラグインハイブリッド（PHV）
が普及する。そうなると，蓄電池を設置したパーキン
グビルで利用者が PHV から電気を売ることもできる。
電力自由化の中で，パーキングビルも仮想発電所とし
て IoT に入り込んでいくだろう。

ライフスタイルの安全性，多様性を充足させるため
にも，IoT や AI などのサイバー層と，インフラ設備
や乗り物の物理層を一体化させることで，人間中心の
社会を構築する必要がある。たとえば，現在 E－モビ
リティの波が急激に進み，クルマ自体がセンサーの塊
になると，そこに自動運転技術があいまって，いずれ
は運転せずとも寝ている間にクルマが目的地に運んで
くれるという世界が実現するかもしれない。運転する
クルマから運んでくれるクルマへ，今われわれは次の
社会の姿が実現される，その大きな転換期を迎えよう
としているわけである。これはまさに，サイバー層と
物理層が融合した一例だといえるだろう。

このように後世につながるゆとりと豊かさのある暮
らし方，それが“超スマート社会”である。世界は一
様にこの社会の実現を目指しているため，日本も日本
の良さを生かした社会を構築していかなくてはならな
い。

─かしわぎ　たかお　東京工業大学　特命教授・名誉教授，� �
先進エネルギー国際研究センター長─
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